
令和元年度 第1回
⾼知市⾃⽴⽀援協議会 説明資料

令和元年7月1日（月）
総合あんしんセンター

⾼知市健康福祉部 障がい福祉課
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１ 開会
２ 異動等に伴う委員及び事務局職員紹介
３ 報告・協議事項

①報告 基幹相談⽀援センター人員体制等
②協議 日中サービス⽀援型指定共同生活援助事業者

プレゼンテーション及び地域生活⽀援拠点
４ その他
５ 閉会

次 第



３ 報告・協議事項

①報告 基幹相談⽀援センター人員体制等
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障害者相談センター
北部

地域の相談窓口：２名体制

庁内関係課

【方針】
①障害者相談⽀援事業を東⻄南北４
地域４法人に委託
：障害者相談センター
②指定相談⽀援事業所H30.11現在
33事業所
③基幹相談⽀援センター

平成31年度開設予定
（障がい福祉課直営）

新たな相談支援体制の構築（2018-2020高知市障害者計画重点施策）
基幹相談⽀援センター設置

北部地域

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

南部地域

⻄部地域

東部地域

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務 指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談⽀援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

障害者相談センター
南部

地域の相談窓口：２名体制

障害者相談センター
東部

地域の相談窓口：２名体制

⾼知市⾃⽴⽀援協議会

・【重点①】地域の相談支援体制の強化
（人材育成・困難ケース⽀援）

・【重点②】地域ネットワークの構築
・【重点③】⾃⽴支援協議会・各検討会の事務局
・権利擁護/虐待防止センター
・地域移⾏・地域定着
・その他

障がい福祉課
基幹相談⽀援センター障害者相談センター

⻄部
地域の相談窓口：２名体制
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⾼知市基幹相談⽀援センター人員体制
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障がい福祉課

地域生活⽀援室

管理担当
医療福祉担当

障がい福祉サービス担当
基幹相談⽀援担当

職種 員数

室⻑（室統括） １
保健師 ２
精神保健福祉士 １
理学療法士 １
視覚障害者生活訓練 1.5（１名兼務）
その他 ３

令和元年度活動内容
■センター会を開催し、職員間で共有
■６月相談⽀援事務連絡会でセンター周知
■他、実⾏計画に基づき運営

※上記のうち相談⽀援専門員１名
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重点項目１ 地域の相談⽀援体制の強化（人材育成・困難ケース⽀援）

実施事業 具体事業 平成31(2019)年度

①相談⽀援事業所と
の連携強化

1 相談⽀援事業所事務連絡会
計画 2か月に1回開催
実績 2回開催

2 ケアプラン点検
計画 －
実績

3 ケース相談・同⾏・個別⽀援会議・嘱託医
活⽤・専門職活⽤

計画 随時実施
実績 相談等の実績カウント

②階層別研修
1 新任相談⽀援専門員向け研修

計画 随時実施
実績 実務3年以内の相談⽀援専門員と意⾒交換

2 相談⽀援勉強会
計画 年3回実施
実績 7月開催予定

③基幹職員の対応
⼒向上

1 相談⽀援専門員研修受講
計画 初任者研修に１名以上
実績 現任者研修1名予定・初任者研修１〜２名予定

2 職場内OJT
計画 定期センター会開催

新任職員向け内部研修
実績 センター会1回、ブランチ会3回開催



7

重点項目２ 地域ネットワークの構築

実施事業 具体事業 平成31(2019)年度

①既存ネットワークの
把握 1 地域別社会資源の把握

計画 情報収集・整理

実績 地域社会資源システムの協議

②ネットワークの強化

1 他分野・多職種を対象としたネットワーク会
議

計画 －

実績 地域アセスメント研修会参加

2 個別⽀援会議への出席
計画 随時実施

実績 11件出席

③他分野、多職種と
の連携

1 他分野との連携会議への出席
計画 （他分野）⾼齢・児童・地域福祉・生活困窮者⽀援・

災害⽀援等との協働
実績 ケアマネブロック会・成年後⾒⽀援会議等出席

2 【再掲】他分野・多職種を対象としたネット
ワーク会議

計画

実績
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重点項目３ ⾃⽴⽀援協議会・各検討会の事務局

実施事業 具体事業 平成31(2019)年度

①事務局機能の強
化

1 会⻑との打ち合わせ
計画 2か月に1回

実績 1回実施

2 協議会の開催
計画 年4回

実績 第1回目7月

3 協議会・検討会との調整
計画 協議会・検討会への基幹職員参画

実績 全て参加

②検討会の活動

1 相談⽀援検討会
計画 2か月に1回開催

実績 1回開催

2 就労検討会
計画 毎月開催

実績 2回開催

３ 新たな検討会の⽴ち上げ
計画 －

実績 内部協議中



３ 報告・協議事項

②協議 日中サービス⽀援型指定共同生活援助事業者
プレゼンテーション及び地域生活⽀援拠点
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平成30年度
制度改正

特徴
●常時の⽀援体制確保
●短期入所併設必須
●協議会等への報告必須

平成31年3月、事業所指定
（定員GH20名・短期1名）



日中サービス⽀援型共同生活援助の指定基準

事業者要件 短期入所（単独型か併設型１床以上）を併設すること
⾃⽴⽀援協議会等に運営報告を⾏い、評価を受け、助⾔等を聞く機会を設けること

人員基準 ●管理者（常勤）
●サービス管理責任者（地域生活分野） ３０：1
●世話人 ５：１以上（４：１、３：１であれば報酬で評価）
●生活⽀援員 利⽤者の障害⽀援区分に応じた必要数（現⾏の基準と同じ）
●夜間⽀援従事者 共同生活援助及び短期入所に従事する世話人又は生活⽀援員
（宿直は不可、夜間⽀援等体制加算は基本報酬に含まれるため算定不可）

運営のイメージ

定員 ２〜１０人
（最低合計定員は４人）

共同生活援助

定員 １〜５人
（空床利⽤型は不可）

短期入所

※上記職員が兼務

１人以上は
常勤

構造上、共同生活住居ごとの独⽴性が確保されており、利⽤者の⽀援に⽀障がない場合は、１つの建物に複数の共同
生活住居を設けることができるものとする。この場合において、１つの建物の入居定員の合計は20人以下とする

24時間の
配置が必要
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【意⾒交換】事業者プレゼン
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㈱四国ライフケア
日中サービス⽀援型共同生活援助事業所にじいろホーム介良



【協議】地域生活⽀援拠点
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①
②
③
④
⑤
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他⾃治体の整備状況

地域生活支援拠点 好事例 検索

好事例集の発⾏
（厚生労働省）

全国25⾃治体の取組を掲載

※別添資料参照
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宮城県東松島市
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東京都新宿区
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大阪府豊中市
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兵庫県⻄宮市
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愛媛県松山市



①相談 ②GH体験・場 ③緊急時 ④専門性 ⑤体制づくり

今後の
方向性

（H27年度）

■地域相談⽀援の対
象者はサービスを活⽤
するよう、相談⽀援事
業所に周知
■指定特定・指定障
害児相談⽀援事業
所の量を確保
■相談⽀援検討会を
設置し、事例検討等
を重ね質向上及び地
域課題を把握

■ハード面が整備され、
かつ地域移⾏や⾼齢
化に対応したGHが必
要とされる
■サテライト型の整備
について法人の協⼒を
得る

■短期入所の充実
（併設型の促進・受
入の促進）
■ＧＨ・医療機関に
おける空床利⽤型短
期入所の整備

■県主催の研修だけ
でなく、市レベルでの専
門性向上のための研
修等を検討する
■医療との連携方法
については⾼齢者施
策と連動

■⾃⽴⽀援協議会・
相談⽀援検討会・基
幹相談⽀援センターを
中心に体制づくりに取
り組む
■平成30年度基幹
相談⽀援センターを設
置
■地域生活⽀援拠
点の継続協議

進捗
状況

（H30年度）

■地域移⾏⽀援
H27：6件

→H30：24件
■指定事業所数
H27：29か所

→H30：34か所
■相談⽀援検討会
設置、年6回開催

■日中サービス⽀援
型GH（定員20名）
H31.3開設
■サテライト型はアプ
ローチできず

■短期入所事業所
H27：10か所

→H30：13か所
■空床型
1か所増加
■医療機関への働き
かけを⾏ってきたが指
定には至っていない

■相談⽀援及び就労
検討会での研修実施
■在宅介護医療セン
ター等との連携始動

■⾃⽴⽀援協議会で
基幹相談⽀援セン
ター設置協議を経て
H31.4直営設置
■拠点整備には至ら
ず、令和2年度までに
整備（障害福祉計
画目標）

⾼知市拠点整備の進捗状況
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重点



⾃⽴⽀援協議会での拠点整備協議スケジュール案
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令和元年度

令和2年度

第
5
期
障
害
福
祉
計
画
（Ｈ
30
～
Ｒ
2
年
度
）

・拠点再協議（現状確認・本市の強み・優先課題等）
・⾃⽴⽀援協議会でイメージの共有化

拠点の整備
・拠点整備に向けた協議
（拠点の機能・整備類型・整備方法等）


